
�． はじめに―家族変動論の方法

「直系制家族から夫婦制家族へ」あるいは「家から（核）家族へ」――日本

の家族研究において，戦後の日本の家族がどのように変化してきたのか，今後

どの様に変化するのかという問題は中心的なテーマであり，さまざまな議論が

行われている。

本稿では，「家族外生活者」という観点から，１９９０年代以降の家族変動にア

プローチする。「家族外生活者」とは，「親族と同居せず，したがって日常的な

共同生活をもたない人々，つまり親族世帯をなさない人々」のことである（森

岡 1993）。近年，若年層において単身者の増加（たとえば山田 2014）や，「同

棲」の増加（西 2012），シェア居住（久保田 2009）など，従来の「家族」の枠

に当てはまらない居住のあり方が増加しており，その動向が注目されるように

なってきた。

未婚者の居住という主題は，１９９０年代以降を中心とした「成人への移行」

の議論においても，先進国の中で日本の親との同居率の高さと，それに付随す

る家族や世代間（主に親から子へ）の福祉的機能が注目された（宮本・岩上・

山田 1997）。若年雇用の悪化が顕著となった２０００年代以降では，一方で親と

の同居率が上昇しているが（西 2013），他方で前述のような居住形態により

「家族」から離れている人も増えている。若者の「セーフティネットとしての

家族（との同居）」という視点からも，居住形態のみにとどまらず成人子親子

関係のあり方を包括的に捉えることが必要である。

社会イノベーション研究 ２０１５年２月３日掲載承認
第１０巻第２号（１－１４）
２０１５年６月

若年未婚「家族外生活者」にみる家族変動

田 中 慶 子

― ―１



家族と暮らしていない若者という主題は，日本の家族社会学の定礎者ともい

える戸田貞三が注目し，第１回（１９２０年＝大正９年）国勢調査を用いた研究

を行った。その後，森岡清美 (1980, 1985, 1993) も，１９９０（平成２）年までの

国勢調査を用いて戸田の家族外生活者に関する命題を検証している。そこで本

稿では，１９９０年以降の「家族外生活者」の趨勢を確認することを第１の目的

とする。それに先立ち，家族変動研究の方法とその問題点について，森岡清美

による家族変動論を取り上げて再検討を行う。家族変動研究の「古くて新し

い」方法として「家族外生活者」という観点の有効性を示すことが第２の目的

である。このことは同時に，森岡清美の家族変動研究についての学説史的な検

討でもある。「家族外生活者」という観点およびその議論は，森岡清美の家族

研究の中で主要な方法論と家族変動論の交差を理解するうえで重要であると考

えるためである。以下ではまず家族変動論ならびに「家族外生活者」について

の森岡清美の議論を再検討し，その意義と課題を明らかにする。その後，２０１０

年までの「国勢調査」から「家族外生活者」の推移を確認する。

�． 森岡清美の家族変動論と「家族外生活者」研究

１． 核家族パラダイムにおける家族変動論

議論に先立ち，森岡清美の家族研究の方法論ならびに家族変動論について簡

単に確認しておく。森岡清美はいわゆる核家族論争を経て，「標準理論」とし

ての核家族パラダイムを打ち立てた（木戸 2010），戦後日本の家族社会学研究

の第一人者である。

１９９０年代以降，家族の多様化あるいは個人化という実態の変化に対して，

集団論パラダイムは以前のような説明力を有しているとは言い難い。だが一方

で，集団論パラダイムの限界を指摘し，実態としての家族の変化に対応するア

プローチとして，近代家族論，主観的家族論，構築主義的アプローチなどが提

起されているものの，核家族パラダイムに代わる有力なパラダイムとして確立

しているわけではないだろう。その点からも改めて森岡清美の集団論とそのネ

ガにあたる「家族外生活者」研究を今日的な視点から再検討することには意義

があるだろう。

森岡は家族を「夫婦・親子・きょうだいなど少数の近親者を主要な成員とし，

成員相互の深い感情的係りあいで結ばれた，第一次的な福祉志向の集団であ
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る」（森岡・望月 1993）と定義する１）。

ここで森岡は，近親者の居住集団というところから，家族は生活協同集団と

なり，成員の福祉実現に方向づけられるさまざまな機能を家族の基底機能と捉

えており（森岡・望月 1993: 5），構造と機能が一体的なものであると認識して

いることを確認しておきたい。そして夫婦・父子・母子（・きょうだい）の３

つの関係がセットとなった核家族を家族分析の単位とし，その世代的結合に注

目する。居住規則（家族形成規範）に焦点をおいて家族類型を整理し，新居制

をとる夫婦家族制，１人の子との生殖家族とだけ同居する直系家族制，原則，

１人の子との同居に限定しない複合家族制の３つの分類ができる。

森岡は戦後日本の家族の変化を「直系制家族から夫婦制家族へ」の変動と捉

える。その変動の観察方法（論拠）は居住，先祖祭祀・財産・社会的地位，配

偶者選択の様式，家族意識の変化など，さまざまな提案があるが，主要な論点

は有配偶子と親との同居という居住形態の変化に収斂される。

日本の家族変動をめぐっては，人口学や歴史学など周辺領域も含め様々な議

論があるが，家族社会学領域に限定してみても，変動の有無やその論拠に一定

の合意が成立しているとは言えない。森岡がもっぱら類型の変化を議論するの

に対し，実態（分類）を重視する論者からは，居住規則の地域的な多様性が看

過されていることや子との同居タイミングの違いから単純に捉えられないとす

る主張（清水 2013）や，全国規模のデータから検証した結果，夫婦制家族に

転換したと言えず，むしろ直系制家族の持続（施 2012）や「修正直系家族制」

（加藤 2003）を主張する立場がある。議論の詳細については稿を改めて検討し

たいと考えているが，ここでは，これらの実証研究に対する森岡の反論をみて

おこう。家族の類型と分類の違いをもとに「自説が否定されたとは考えない，

ただ私の説が『家族形成プログラム』についての実証研究によって再検証され

るべきことが，改めて問われたことに意義を認める」と評価する（森岡 2005）。

ここからも森岡の方法論ならびに家族変動の観察において，家族形成プログラ

ム（家族形成規範）が理論的に重要な概念であることが確認できるが，同時に，

森岡のいう家族形成プログラムとは何か，具体的にはどのような対象であるの

１） 森岡の家族定義には変遷があり，直近（森岡・望月 1997）の定義では「家族とは，夫婦

・親子・きょうだいなどの少数の近親者を主要な成員とし，成員相互の深い感情的かかわり

あいで結ばれた，幸福 (well-being) 追求の集団である（下線は筆者）」と変更されているが，

本稿では最も代表的といわれる本定義を採用する。
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かという疑問が残る。次に森岡の家族形成プログラム，ならびに居住に関して

世代間関係の変動（変質）についての議論を確認していく。

森岡は「家族規範のなかでも家族形成規範に変化が起きることを家族変動の

決定的要件とみなし」（森岡 1993: 206），家族変動をより詳細には「個別の現

象では両者（著者注：直系制家族と夫婦制家族）の併存状況，あるいは混合・

合成形態を過渡期として，大量現象としては直系制家族が圧倒的な現象から夫

婦制家族が優勢な状況への推移を想定し，その動きのなかから，家の伝統を背

負った夫婦家族制の日本的典型が出現することを仮定するものである」（森岡

1993: 207）との見解を示している。家族形成規範（居住規則）とは，（結婚し

た）子どもとの居住形態がきわめて重要な外的指標であるとしつつ，これに加

え社会的地位，財産，先祖祭祀の世帯間継承・相続に関する制度を加える類型

も提案する。そのため森岡の家族変動論において家族形成規範は，必ずしも一

義的であるとはいえない。「地域的階層的変種が存し」，「有配偶子の続柄につ

いて，またその子の配偶者の引き移りの時期について，規則のヴァリエーショ

ンが存する」（森岡 1993: 37）と認めている。さらに，居住規則と関連する親

子関係の変化についても，夫婦制家族の日本的変種という論理において親子関

係の規範の「不在」を議論する。「改正民法が新しい夫婦関係のあり方につい

てはこれを明確な形で示したけれど，親子関係，とくに親と成人子との関係に

ついては，互いに扶け合うべきものとするのみで，それ以上のことは何ら規定

しなかった」（森岡 1993: 210）ため，「規範拘束的なところは認めがたい。（中

略）ただ状況適合的に流されている」と評価している（森岡 1993: 216-217）。

つまり，成人子親子間の居住形態が変化し，核家族化が進展しても，それが

直ちに家族形成規範の変化とは言えない。森岡に即して言い直せば，直系家族

制においても核家族は模式的に示す形態ではないが頻出可能であるだけでなく，

家族形成規範にもヴァリエーションがあり，世代間関係は（主として情愛関係

や行動様式という点から）確固たる規範を認められず状況適合的である。理念

として何を変動観察の基準とするか，すなわち同居する子どもの続柄や同居の

時期，祭祀・相続等の要素がどのように変わることなのかは多義的な想定が可

能である。また変動ないし転換が起こったか否かの判定は操作的な定義のうえ

でも多様に設定可能であろう。それゆえに有配偶子との同別居という事象だけ

ではなく，別の基準による家族変動の考察も必要であろう。先述の通り，森岡

は家族変動の議論において「家族外生活者」の変動にも注目しており，家族変
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動を観察する有力な方法となりうる。次に「家族外生活者」研究について確認

していく。

２．「家族外生活者」研究

森岡の「家族外生活者」に対する関心は，「家族の福祉追求ネットワークか

らはみ出した人々」に着目し（森岡 1993: 113），戸田貞三による非家族的生活

者研究の命題の再検証を通じて，ライフコースにおける家族内外への移行とい

う隠れた円環をみることにある。その点で「家族外生活者」研究は，家族周期

論と家族変動論を架橋するテーマでもある。森岡の「家族外生活者」研究は，

戸田貞三の「非家族的生活者研究」（戸田 1926）に影響を受け，１９８０年代まで

の国勢調査を用いて再検証する形で行われている（森岡 1981, 1985, 1993）。

戸田貞三は第１回国勢調査から非家族的生活者の推計をおこなった。戸田は

都市化にともなう若年層の非家族的生活者の増加に注目しており，家族的機能

に代わる福祉の役割を示唆している。社会変動（都市化にともなう就業構造の

変化）と世代間居住の関連を実証的に分析している点，また同居による家族の

福祉的機能への着目は，今日の「成人への移行」の議論からみても重要であろ

う２）。

森岡は戸田の研究から得た命題を次の５つに整理した。（１）若年層，とくに

１５～２９歳層に家族外生活者が多い。（２）３０歳以後の者に家族内生活者の比が

高い。（３）家族外生活者の比は全体として女子よりも男子のほうが高い。（４）

ただし，高年女子の家族外生活者の比は高年男子のそれをしのぐ。（５）都市化

が進むにつれて家族外生活者の比率は高まる。

そのうちの命題（１）「若年層，とくに１５～２９歳層に家族外生活者が多い」

について１９９０年までの国勢調査を用いて再検証し，命題の確認・特殊化をお

こなっている。（森岡 1993：第７章）。なお，森岡の家族外生活者は，正確に

２） 戦前における若年層の居住について確認しておこう。戸田貞三による第１回（１９２０年）

国勢調査の分析（森岡の訂正）によれば，「非家族的生活者」は青年期にあたる１０代後半の

男性では３３．８７％，女性では３０．０５％，２０代前半では順に３６．３３％，１７．２０％であった。ま

た，青少年の人口移動を「二三男問題」の観点から分析した高瀬雅弘によれば，１９３７年の

農林省の調査結果からは，出身地域によって若干異なるものの，ほぼ全国的に仮説は支持さ

れ，離村率は長男３１．１％，二三男４７．１％（男性全体で４１．０％）である。そして女子も離村

率は４２．９％と移動率が高かった（高瀬，2004）。いっぽう，戸田のデータから，わが国の直

系家族構造を分析した斉藤修は，欧米同様，戸主の兄弟姉妹の同居者は無視できる数字では

ないが，そのほとんどが未婚者であると指摘する（斎藤，2002）。
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は「親族世帯外生活者」であり，先の森岡の家族定義に従えば，世帯分離して

いる場合でも家族であり，家族外という表記は矛盾する。そのため本稿では

「家族外生活者」と括弧つきで表記することとする。「家族外生活者」，すなわ

ち親族と同居せず，したがって日常的な共同生活をもたない人々，つまり親族

世帯をなさない人々を，国勢調査の分類に従って①親族世帯のなかの非親族成

員，②非親族世帯にある人々，③単独世帯をなす人々，④準世帯（＝施設等の

世帯）に住む人々，の４つのカテゴリーからなると操作的に定義している。戸

田は大正期の都市化による影響に注目したが，高度経済成長期以降を対象とし

た森岡の研究では，産業化と個人化による変化に注目している。

検証を通じて「成人への移行」にも言及しており，実質的に若年層の居住状

態について議論し，男女別にライフコースにおける家族内外の周游コースをあ

きらかにしている。若年層の世代間居住の問題について，以下の引用に森岡の

見解が端的に示されているといえるだろう。

「戸田は若年層での家族外生活者の問題に注目したが，彼らは定位家族か

ら生殖家族への移行期にある人々であって，家族外生活は生殖家族形成へ

の一過程ということができる。いわゆる晩婚化とはこの移行期の延長に他

ならず，単独世帯をなす若年層の比率増となって，家族外生活者の比率を

増大させることであろう」（森岡 1993: 140）。

つまり，森岡は，（１）若年層の家族外生活者を，ライフコース上，一時的に

「家族外生活」をする時期にある者として捉え，生殖家族形成への移行期，生

殖家族形成への一過程として家族外生活を経験する，すなわち未婚期において

は（性別の違いに配慮しているが）成人子の別居を想定しており，（２）その結

果として晩婚化にともなう若年層における家族外生活者の増大を予想している

ことを確認できる。

従来の森岡の変動論に従えば，理念的に直系制家族においては（少なくとも

一人の）子どもと親との同居が継続され，他方，夫婦制家族では一定段階での

全員の子どもの独立（離家および結婚後の新居制），すなわち「空の巣」期の

成立が想定されている。家族の発達段階の考察においても，子どもの離家を基

準としているヒル（アメリカ）の段階設定に対して，森岡の日本の家族段階説

では排出期において離家ではなく「結婚独立」と表現している。この点から，
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森岡の認識として未婚の子どもの離家は必ずしも夫婦制家族の要件とは言えな

い。しかし，少なくとも先の引用に示したように「家族外生活者」研究におい

ては，晩婚化で「家族外生活者」が増大する≒離家者の累積，あるいは持続を

想定していると思われ齟齬が生じている。明言されていないものの森岡の変動

論において，家族変動の観察に未婚期の居住規則・離家規範が夫婦制家族への

変化を捉える指標として重要であろう。「家族形成プログラム」の実証方法と

して，有配偶子の居住ではなく，未婚期の世代間居住の問題，それを裏側から

みた「家族外生活者」という論点が再照射される。戦後の「民主化」第一世代

（戦後生まれの世代）の家族周期がひと回りし，第二世代が「成人への移行」

や家族形成をおこなう１９９０年代以降に，真の戦後家族の変動があきらかとな

る（山根 1974）という山根の認識に基づけば，森岡の議論後，１９９０年以降を

確認することで「真の家族変動」の趨勢を観察することが課題となる。

３． 本稿での方法と課題

上記のような問題を考えるうえで，森岡の「家族外生活者」研究の方法を改

善する必要がある。すなわち，森岡の「家族外生活者」研究において，「家族

外生活者」の比率は，性別年齢階級別人口全体を分母として，前述の操作的定

義にあたる人びとの比率を算出している。性別年齢階級別人口全体を分母とす

ることは，（若年層において数は多くないと考えられるが）有配偶や離死別者

を含んでいる可能性がある。無配偶人口に限定した議論は展開されているが，

加齢に伴う年齢階級別の比率の変化が，生殖家族を形成し家族生活者となった

ことによる変化であるのか，それともＵターンなど別居者が親世帯に戻ったこ

とによる変化であるのかを確定できない。

また，森岡はもっぱら大正９年（１９２０年）から平成２年（１９９０年）までの，

年次と年齢層別の動向に注目して観察を行っている。規範の変容を考察するう

えでは，より精確にはパネル調査等による離家の経験，結婚時の居住など個体

の変動をデータとしてその変化のメカニズムにアプローチすべきであろう。次

善の策として，本稿では国勢調査から得られたデータをコーホート別の擬似パ

ネルとして扱う。国勢調査で性別年齢層別・配偶別の集計が入手できる１９７５

年から２０１０年（１９５０年前半コーホートから１９７０年後半コーホート）までに

限定されるが，森岡が議論している１９９０年以前も含め，より精緻に未婚期の

「家族外生活者」の趨勢観察を行う３）。なおここでは若年層を１５～３９歳までと
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する。

�．２０１０年までの若年未婚「家族外生活者」の趨勢

１． 時系列の観察

未婚の「家族外生活者」について，まずに年次・年齢層別に確認しよう。実

数でみると（表１，図１），性別・年齢層によってやや異なる傾向がみられる。

１９９５年までは緩やかな変化であるが，全体的には１９８５年を底としたゆるやか

なＵ字カーブを描いている。しかし，とくに２０００年代においては男性２０代の

減少と，女性３０代の増加傾向が顕著である。男性２０代前半では２０００年には

約１３１万人，２０１０年は約９６万人と約３５万人の減少，男性２０代後半でも順に

約１２２万人から約９４万人と約２８万人減少している。女性３０代前半は，同じ

く順に約３４万人から約４３万人と約９万人増加している。

実数という量的な面ではコーホートの人口規模に依拠するので，次に同じく

図１ 性・年齢層別 未婚「家族外生活者」数

３）２０１０年より，非親族世帯の分類が変更になっており，管見の限り，先にあげた国勢調査

の操作的定義のうち①の親族世帯にある非親族世帯員を正確に特定することができなくなっ

た。ただし，非親族世帯というカテゴリーの中に含まれるため，変更による影響は大きくな

いと思われる。

１９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

（人）
１，８００，０００

１，６００，０００

１，４００，０００

１，２００，０００

１，０００，０００

８００，０００

６００，０００

４００，０００

２００，０００

０

男１５～１９
男３５～４０
女３０～３４

男２０～２４
女１５～１９
女３５～３９

男２５～２９
女２０～２４

男３０～３４
女２５～２９
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年次・年齢層別に未婚者に占める「家族外生活者」の比率で観察する。

比率の趨勢をみると（図２，表２），森岡が観察を行った１９９０年までとそれ

以降でやや異なる傾向がみられる。１９８０年以降１９９０年代までは，男女ともに

「家族外生活者」は漸減傾向であった。しかし２０００年代に入り，男性ではいず

れの年齢層においても安定ないし漸減傾向であるのに対し，女性では２０代前

半・後半層で顕著な比率の上昇がみられる。女性２０代前半では１９９０年は

１９．３％，２０１０年には２５．５％と６．２ポイント増加，女性２０代後半では１９９０年

図２ 性・年齢層別 未婚「家族外生活者」の比率

１９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

表１ 性・年齢層別 未婚「家族外生活者」数
（人）

１９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

男性 男１５～１９
男２０～２４
男２５～２９
男３０～３４
男３５～３９

６８６，４３０
１，６２１，８８０
１，００２，９８５
２９９，４３５
１３３，７００

５６２，３０７
１，３５３，５５２
９２５，４９５
４７０，７７５
２００，４９８

５１１，０８０
１，３６５，３０８
８６６，８２４
５０２，００１
３４９，３３１

５４９，７２７
１，４１９，１２６
９８３，８６３
４８５，０５５
３６３，９００

４８２，２４０
１，５０９，４１３
１，１１１，２７４
５９９，６４４
３５６，７１７

４０７，１０５
１，３０９，７７７
１，２１９，４８４
７６１，７３９
４１８，１３３

３７８，１９０
１，１５６，２００
１，０９４，２８７
８９５，３５０
４９２，７５７

３１９，４２７
９５７，８７０
９４１，１２５
７０８，９５１
６４９，３００

女性 女１５～１９
女２０～２４
女２５～２９
女３０～３４
女３５～３９

５３４，０２５
７５５，０６０
２５９，６２５
１２７，５３５
９４，７０５

４１０，５７１
６８６，５４２
２５１，４１５
１５９，２５３
１０５，４９４

３４０，２７４
６６８，８３１
２５７，４０９
１５３，７３９
１３８，０６２

３５９，６４０
７０９，２７５
３３０，８５５
１５８，５１３
１２５，０７４

３４５，２８４
８６２，２６０
４６１，０１３
２２８，０８７
１３７，２４５

２９３，７３２
８４９，７５４
６１６，７９９
３４２，５０５
１８５，８８２

２５５，７３９
８０２，５０４
６５７，０５５
４７４，７２１
２４８，３５４

２２５，３７７
７０７，２１０
６１７，９６０
４３０，３３８
３６１，６４１

注：各年「国勢調査」より作成

（％）
６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

男１５～１９
女１５～１９

男２０～２４
女２０～２４

男２５～２９
女２５～２９

男３０～３４
女３０～３４

男３５～３９
女３５～３９
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は２０．６％，２０１０年には２９．１％と８．５ポイント増加している。１９７５年と２０１０

年の２時点で比較しても，２０代前半・後半の女性の「家族外生活者」比率は

上昇したが，それ以外の性・年齢層では減少している。

２． コーホート別の観察

前述の未婚の「家族外生活者」比率を，出生コーホート別に整理しなおした

結果を図３および表３に示す。

性別に年齢ごとの推移を確認すると，森岡の指摘と同様に，男性未婚者では

２０代前半に「家族外生活者」率が増加し，その後はゆるやかに上昇している

のに対し，女性未婚者では，年齢層が上がるにしたがって徐々に増加していく

傾向がみられる。年齢層別の趨勢のパターンの違いだけでなく，比率において

も男女差があることを確認できる。だが，コーホートによるばらつきはあるも

のの，３０代後半層では男女差が縮小していることが注目される。性別に観察

しよう。まず男性未婚者では，後生コーホートほど，１０代後半および２０代前

半の「家族外生活者」率が漸減している。男性未婚で２０代前半の「家族外生

活者」比率は，１９５０年前半コーホートでは４０．５％，１９７０年後半コーホートで

は３２．７％である。その他の年齢層では，コーホートによる違いはほぼないと

いって過言ではないだろう。

一方，未婚女性では，１０代後半層では男性と同様に「家族外生活者」率が

漸減している。それ以降の年齢層においては，相対的に１９５０年コーホートが

未婚「家族外生活者」率が高く，１９６０年コーホートでは低下したが，１９７０年代

後半コーホートでは２０代以降の年齢層において未婚「家族外生活者」の比率

表２ 性・年齢層別 未婚「家族外生活者」の比率
（％）

１９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

男性 男１５～１９
男２０～２４
男２５～２９
男３０～３４
男３５～３９

１７．１
４０．５
３８．４
４５．１
５２．９

１３．４
３７．４
３７．０
４０．４
５１．２

１１．２
３５．６
３６．４
３９．２
４５．６

１０．９
３４．５
３７．５
３７．９
４２．４

１１．１
３２．３
３７．３
３９．１
４０．０

１０．７
３２．７
３５．４
４０．０
３９．７

１１．３
３３．０
３６．５
３８．６
３７．３

１０．４
３２．１
３６．９
３６．５
３７．７

女性 女１５～１９
女２０～２４
女２５～２９
女３０～３４
女３５～３９

１３．９
２４．２
２３．２
３６．２
４３．０

１０．２
２２．８
２３．３
３２．８
４１．６

７．９
２０．４
２１．７
３２．８
３９．０

７．５
１９．３
２０．６
２９．６
３７．２

８．４
２０．６
２２．１
２８．９
３５．３

８．１
２３．５
２３．７
２９．７
３３．５

８．１
２５．２
２７．３
３０．８
３１．２

７．７
２５．５
２９．１
３０．８
３３．０

注：各年「国勢調査」より作成
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図３ 性・コーホート層別 未婚「家族外生活者」の比率

１５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳

表３ 性・コーホート層別 未婚「家族外生活者」の比率
（％）

１５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳

男性 男５１―５５C

男５６―６０C

男６１―６５C

男６６―７０C

男７１―７５C

男７６―８０C

１７．１
１３．４
１１．２
１０．９
１１．１

４０．５
３７．４
３５．６
３４．５
３２．３
３２．７

３７．０
３６．４
３７．５
３７．３
３５．４
３６．５

３９．２
３７．９
３９．１
４０．０
３８．６
３６．５

４２．４
４０．０
３９．７
３７．３
３７．７

女性 女５１―５５C

女５６―６０C

女６１―６５C

女６６―７０C

女７１―７５C

女７６―８０C

１３．９
１０．２
７．９
７．５
８．４

２４．２
２２．８
２０．４
１９．３
２０．６
２３．５

２３．３
２１．７
２０．６
２２．１
２３．７
２７．３

３２．８
２９．６
２８．９
２９．７
３０．８
３０．８

３７．２
３５．３
３３．５
３１．２
３３．０

注：各年「国勢調査」より作成

（％）
４５

４０

３５

３０

２５

２０

１５

１０

５

０

男５１―５５C
男７１―７５C
女６１―６５C

男５６―６０C
男７６―８０C
女６６―７０C

男６１―６５C
女５１―５５C
女７１―７５C

男６６―７０C
女５６―６０C
女７６―８０C
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が高い傾向がみられ，とくに２０代後半での差が大きい。５歳刻みのコーホー

ト別に比率をみると，１９５０年前半から順に，２３．３％，２１．７％，２０．６％，２２．１％，

２３．７％，２７．３％で最後の１９７０年代後半コーホートで最も高くなっている。

�． まとめ

本稿では，若年未婚者層における「家族外生活者」に注目して，森岡清美の

核家族パラダイムおよび家族変動論の再検討をふまえ，趨勢観察をおこなった。

国勢調査の観察を，未婚化・晩婚化が顕著となった１９９０年を境界として整理

すると，対未婚人口に占める「家族外生活者」の比率の推移は１９９０年代まで

は男女とも安定ないし漸減傾向であった。２０００年代には男性は漸減傾向が継

続しているのに対し，女性は３０代後半を除いて増加傾向に転じている。年齢

層ではなくコーホート別に見直してみると，１９５０年コーホートと１９７０年後半

コーホート，それ以外のコーホートでは，やや異なる推移となっている。

１９５０年代コーホートの女性は，高度経済成長期に「成人への移行」を迎え，

集団就職や社員寮ありの就職をし，有配偶率も高いため，未婚で４０代まで到

達する女性比率は多くはないが，「家族外生活者」のままである確率が相対的

に高いだろう。一方の１９７０年代後半コーホートは，女性の高等教育への進学

率が上昇した時期に進学・就職を経験している。進学者の中では短期大学より

も４年制大学への進学が増加し，さらに未婚化・晩婚化は持続している。その

ことをふまえ，１９７０年後半コーホートにおいては，世帯移動の男女差が解消

している，あるいは女性において，居住規範が男性と同様になってきたと理解

できる。つまり従来は，男性は進学や就職で，女性は結婚で離家というパター

ンが多かったが，現在では男女に関係なく進学や就職で離家できる，あるいは

結婚前でも女性の離家が普及したことを示している４）。また，先述の森岡の引

用に即してみれば，女性において，２０００年代以降，晩婚化も進展し，「家族外

生活者」比率が上昇していることから，晩婚化による影響は女性のみにあては

まる。

本稿では，国勢調査の趨勢観察という単純な観察にとどまり，「家族外生活

者」の構成の観察や変数間の因果関係を論じているわけではないため，ただち

４） もちろん進学や就職のような理由での自発的な離家だけでなく，親の離婚や経済的理由な

どによる離家も増えている可能性には注意が必要である。
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に国勢調査の比率の増減が，未婚期の居住規範の変化を意味しているとは言え

ない。今後は社会構造要因を考慮して，居住規則の変動をより慎重に検討する

ことが必要である。今後の課題としたい。
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